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【論文要旨】
　本稿は，企業間・企業群調整における企業統治のあり方について，資源依存理論（Resource
Dependency　Theory）を援用することにより，考察するものである。資源依存理論は，企業が存
続するためには，他企業の資源に依存しなければならず，そのため企業間ネットワーク関係が構築
されることを理論的な出発点としている。その中で，組織は，組織の有効性を高めるために，環境
に適応していかなければならない。企業は自ら，環境を創出し，その創出された環境において，相
互依存関係にある外部環境や外部組織の影響力やパワーを吸収し，環境との相互依存関係を調整し
ていくことが目指される。資源依存パースペクティブからのコーポレート・ガバナンスにおける取
締役会機能を考えた場合には，取締役が外部環境に対する，「環境創出者」あるいは，「環境境界拡
大老」として，情報システムやコミュニケーション・チャネルとしての役割や，相互依存関係にあ
る組織間の影響力やパワーを吸収し，組織間関係を調整する役割を果たすことが期待される。
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1．はじめに
　顧客のニーズが多様化し，企業環境の変化にアジルに適応することが求められている中で，（企
業間）パートナーシップやネットワークへの関心が高まってきている。一方，企業活動・企業間取
引のグローバル化にともない，ビジネス・プロセスは多様な国や地域にまたがって分散してきてい
る。企業統治（corporate　governance）を従来のように個別企業のみを対象とするだけではなく，
企業間・企業群のガバナンスも視野に入れて考察する必要性が生じている。
　本稿では，この企業間・企業群などのネットワークにおける企業統治のあり方に焦点を当てて，
そこでの取締役会のあり方を中心として考察を行うこととする。近年の取締役会改革の動向は，取
締役会会長と最高経営責任者（Chief　Executive　Othcer；CEO：以下CEOと略称する）の役職分離
や取締役会内の社外取締役の兼任禁止など取締役会の独立性確保に主眼がおかれている。言い換え
れば，取締役会のガバナンス機能として，「監視」機能が強調される。しかし，コラボレーショソ
やネットワークにおける戦略的な企業間・企業群調整において，取締役会の監視機能を強調したガ
バナンスだけでは不適切となる。ヘラクレアス（Heracleous，　L）によれば，組織のあり方の違い
に対応して，企業統治の有効・適切なあり方は異なるとされる1。つまり，取締役会の役割は，監
視だけでなく，企業経営の要請に応じて多様であり，それらの役割が企業経営の効率性を高める上
で，重要な意味を持つ。
　本稿では，この企業間・企業群調整における企業統治のあり方を探るために，資源依存パースペ
クティブ（Resource　Dependency　Perspective）のアプローチを援用したい。資源依存パースペク
ティブの観点からすると，取締役は，他社の取締役を兼任する「連結取締役制度（Interlocking
directorate）」を相互で構築することにより，企業が直面する環境不確実性の逓減，企業間で必要
とされる資源へのアクセス，多様なステークホルダー（stakeholder：利害関係者）との調整を行
うことが期待される。以下では，資源依存パースペクティブを概説するとともに，この理論におい
て捉えられている取締役会の役割について検討を行うこととする。
2．資源依存理論の性格と取締役会の機能
2－1．　資源依存理論と環境の不確実性
　資源依存理論は，フェッファーとサランニック（Pfeffer，　J　and　G．　R．　Salancik）が主張している
ように2，企業が存続するためには，他企業の資源に依存しなければならず，企業間ネットワーク
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関係を構築することが前提とされる。また，山倉によれば，資源依存理論とは，1）組織が存続す
るためには，外部環境から資源を獲得しなければならない，2）組織は，資源を他組織に依存して
いる現実と他組織から自律的であろうとする要請のはさまで，自らの存続を確保しようとしている
という前提を基礎に置いているとする3。これは，組織が決して自己充足的な「閉ざされたシステ
ム」ではなく，環境に対して，「開かれたシステム」であり，環境とのかかわりなしには存続でき
ないことと，それに伴い組織間での資源の依存関係を通じてパワー関係が形成されていることを示
唆している。
　フェファーとサランシックは，「焦点組織（focus　organization）」が外部組織との相互依存関係
に影響を与える条件を以下のように説明している。つまり，1）焦点組織が資源の必要性を認識し
ている，2）焦点組織は必要とする資源を外部の社会行為者から得ている，3）資源が焦点組織の活
動にとって重要となる，4）代替的な資源は，その組織にとって手に入れにくい，5）そのため，焦
点組織はその資源の配置・アクセス・使用をコソトロールしていない，6）組織が生み出したアウ
トプットや活動が他社に評価され，必要とされているか，7）焦点組織の満足が相互依存関係にあ
る外部組織の満足とコソフリクトの状態ではない，8）焦点組織は社会行為者の望む要求の決定，
策定，表現をコントロールできない，9）焦点組織は，外部組織を満足させる活動や結果をとるこ
とができる，10）組織は存続しようとする4。このような組織の資源依存条件を要約的に述べれ
ば，組織は，1）資源依存要因にどの程度の裁量権や影響力を発揮しうるのか，2）他に代替的な資
源供給源を利用できるのか，の2点が「資源依存モデル」を展開する上での出発点となる5。
　また，フェファーとサラソシックは，こうした条件の下で，（資源）相互依存関係の形成に影響
を与える要因として，1）組織の存続にとって，その資源が必要とされる程度，2）組織に関わる利
害関係者集団が資源の使用と配置にどの程度裁量権をもっているのか，3）その資源が希少性の高
いものか，どの程度利害関係者集団にその資源がコントロールされているか6，の3点を述べてい
る。以下では，この3つの点について，詳しく考察する。
　1）について，（資源）交換の相対的な大きさ（relative　magnitude　of　the　exchange）と資源の重
要性（criticality　of　the　resource）によって，資源が必要とされる程度が決定される。（資源）交換
の相対的な大きさは，交換における，ある資源の，インプットの総量とアウトプットの総量に対す
る割合を意味している。生産活動における資源の供給元が一社である場合，数社より資源が供給さ
れる場合よりも，その一社に（資源を求めて）依存性が高くならざるを得ない。資源の重要性はそ
の資源の存在なしに，組織が機能し続けることができる能力を示している7。その資源は，全体の
取引量の中での割合は低いとしても，組織の存続にとって必要不可欠である場合がある。例えば，
組織において，電力に関係する取引量は少ないが，一旦この供給がストップすると，企業の正常な
活動を行うことが出来なくなる。
　2）の資源の配置と使用に対する裁量権に関して，その基礎の第一には，「所有」が挙げられる。
それは，一つは，資源に対する情報と知識への所有権を意味し，もう一つは，その資源を保有して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一213一
いる組織の（株式）所有権である。これらの2つの要因が資源への裁量・コントロールを決定す
る。第二に，資源へのアクセス権である。これは，所有することなしに，資源へのアクセスを制御
する方法を示唆する。それは，個人・組織のもつ知識・情報やパワーに拠るものが多い。第三に資
源の使用・配置について誰がコントロールするかということである。第四に，裁量権は，資源の所
有・配置を規制したり，それをコソトロールする法制度を制定する能力に依存している。法制度や
ルールは，資源依存関係から生じる組織間のパワー関係を規定し，資源依存関係にある外部組織の
コントロールを行う程度を決定する8。
　3）の資源の希少性が高ければ高いほど，また，その資源をコソトロールしている集団が少数で
あればあるほど，その資源コソトロールは集中化する。その資源コントロールが集中化している組
織ほど，相互依存関係にある他の組織の活動をコントロールすることになり，その中で（資源コン
トロールが集中化している組織に）パワーが付与される。このような要因によって，資源の依存関
係が決定されるが，この場合，外部環境，とりわけ環境の不確実性に影響を与える環境特性・環境
条件の考察が極めて重要となる。
　環境特性・条件について，フェファーとサラソシックは，エミリーとトリスト（Emery＆Trist）
による組織環境についての研究に依拠して考察を加えている9。エミリーとトラストは，企業が直
面する環境条件について，資源を所与とした環境と組織間の相互依存性という2つの次元から，4
つの環境特性を明らかにしている。第一に静態一散在型（placid－randomized）の環境特性である。
これは，完全競争の状態であり，組織が必要とする資源が広く分散しているが，その確保は容易で
ある場合である。第二に静態一遍在型（placid－clustered）環境が挙げられる。これは，不完全競
争の状況で，平穏であるが資源の集中が始まる状態である。第三に混乱一反応型（disturbed－reac・
tive）環境特性が挙げられ，寡占的競争の状況で，資源の分配に競争はあるが相互依存的でもある
状況である。第四に乱気流（turbulent）の環境が挙げられる。ここでは，組織はもはや単独では
対処できない状況を示している。これらの分類は，環境特性を同質一異質，安定一不安定の次元，
単純一複雑，安定一ダイナミックといった次元で捉えている10。ある行為者と他の行為者の相互連
結は，両者の相互依存性を高め，それに伴い結果の不確実性を増大させる。つまり，相互依存性が
高まるにつれて，その業務に影響を与える行為老の数をコントロールし，認識する組織の能力によ
り，組織が直面する予測可能性や不確実性が高まるかどうか，決定されるのである11。
　フェファーとサランシックは，エミリーとトラストの研究を発展させ，環境の不確実性に影響を
及ぼす要因について分析している。環境の分析次元を環境の構造的性質，社会的要因間の関係，結
果の3次元に分け，環境の構造的性質として，集中（concentration）と冗長性（Munificence），
相互結合度（Interconnectedness）をあげ，それらの性質が焦点組織の外部組織・環境への依存度
やコンフリクトのような社会的要因間の関係に影響を与え，その相互依存性とコンフリクトの度合
いが高くなればなるほど，結果として環境の不確実性が増大することを説明している。
　環境の構造的性質からみていくと，まず集中は環境における（資源を所与とした）パワーと権限
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（authority）が分散されている程度を意味している。資源獲得に必要とされる組織間調整を行う能
力は，パワーが集中するに従い，より容易となってくる。集中度が高くなるにつれ，焦点組織が調
整すべき，外部組織の数を減らすことにつながり，組織間行為者の相互依存性から発生する問題を
少なくすることができる12。この資源の集中の度合いは，具体的には，市場における寡占の程度を
示している。寡占市場において，経済的なパワーがあり，市場を支配する組織は，数社に絞られて
くる。その場合，ある資源をコソトロールするために，焦点組織が調整すべき外部組織は少数とな
り，外部環境は安定的な状態になる。
　冗長性は資源の有効性，希少性を意味している。その資源の有効性，希少性が高ければ高いほ
ど，焦点組織はその資源を保有している組織に依存しなくてはならなくなる。つまり，資源の希少
性が高ければ高いほど，外部組織との相互依存関係は強まり，それに伴い外部組織との間で生じる
コソフリクトの可能性も大きくなる。相互結合性（interconnectedness）は，組織間の連結の数と
パターソを示唆しており，組織間の相互依存性と深く関わる概念である13。
　グループ内の相互結合性の度合いが高いほど，そこにおける取引活動は予測できるものとなり，
相互依存的関係を管理しやすくする。他方，相互結合性のレベルが高いことは，グループ内のある
組織，箇所で発生した問題がグループ全体へ波及する可能性も高まり，また，グループ内の環境に
対する変化が硬直的なものとなる。この場合，焦点組織が直面する環境の不確実性は高くなる。反
対に，グループ内，システム内における結合度合いが低ければ，システム内で混乱・問題が発生し
た場合，その混乱は発生箇所に局所化され，システム全体をより安定的なものにする。また，環境
の変化に（迅速に）適応するのが容易になる。しかし，この場合，取引の予測性・確実性は低下し，
環境も不安定なものとなる。つまり，焦点組織は，（資源）交換関係を固定化させたり，交換関係
を再構築したりすることで，相互依存性を管理しようとし，そのことが組織へ安定性と確実性を確
保しようとするのである。相互依存性を管理しようとすることにより，相互結合関係にある組織間
の関係を変化させ，新しい組織間関係・形態を生み出すのである。すなわち，システムの相互結合
性を変化させることにより，環境の不確実性を逓減させるのである。
　集中，冗長性，相互結合性といった環境の構造的性質がコソフリクトと相互依存性といった環境
の社会的要因に影響を与える。コンフリクトは，組織間・外部環境との相互依存性を調整する能力
の欠如を示している。この調整（能力）は，コンフリクトの存在によって弱められるのである。コ
ソフリクトが引き起こされる原因は，相互に依存しあう組織間での社会システムについての合意の
欠如である。言い換えるならば，環境への相互依存性が存在する場合，コンフリクトの発生は不可
避となる。外部環境・組織との相互依存性の程度であるが，環境において企業活動に必要とされる
資源が少ない場合や相互結合度が高い場合，外部環境・組織との相互依存性は高くなることが想定
される。この外部環境とのコンフリクトならびに，相互依存性といった社会的要因の関係性によ
り，結果として環境の不確実性の程度が決定されるのである（図1を参照せよ）。
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2－2．環境適応と創出環境（enactment　environment）
　前節では，環境の構造的性質，社会的要因問の関係からもたらされる環境の不確実性という制約
要因により，組織は環境との相互依存性を変化させることを確認した。資源依存理論では，一定の
制約要因と組織の環境との依存性の関係を分析しているだけでなく，組織は環境をどのように認知
しているのか，さらに組織はその認知された環境にどのように反応し，どのように組織を再構造化
し行動するのかがフェッファーとサランニックの中心的な論点となっている14。
　フェッファーとサランニックはワイク（Weick，　K．　E．）の所説に依拠しながら環境は創出された
ものであると述べている15。人間は環境に反応・適応するにあたり，その人間が過去の経験や知識
をもとにして，環境を認識・知覚しようとする。知覚された環境に対して，個人の経験・知識や世
界観をもとに意味づけを行う。つまり，人間が環境に対して意味づけを行うことで，環境を「創出
（enactment）」しているのである。この際に，環境とは認知行為によって遡及的に解釈されてい
る。したがって，環境は認知行為によって遡及的に解釈されるのであり，環境はどこに注意を置く
かという注意過程に関連した現象であって，注意されない限り，このような環境は存在しないとい
える16。
　環境とコンテクストの中で組織が環境に適応していく上で，組織構造と意思決定プロセスが重要
となってくる。環境を創出するプロセスは，情報システム，組織構造，組織内の活動により決定さ
れる17。フェッファーとサランニックによれば，組織が収集・処理する情報は，組織が必要として
いるものではなく，組織にとって有効となるものである。これは，サイヤーとマーチ（R．M．
Cyert　and　J．　G．　March）の情報システムは組織に記憶を提供するものという研究に依拠しながら展
開されている。つまり，情報システムは，組織の経験・知識から重要と考えられるもののみ処理
し，その創出された環境内の情報を収集するのである。その中で，組織構造は，環境認識・創出の
有効性を高めるため，環境の不確実性に応じて，変革されることとなる。具体的には，組織内にお
けるサブ・ユニットを増やしていくことで，組織が直面する環境の不確実性の増大に対処しようと
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する。そのため，環境の不確実性が高ければ高いほど，内部組織構造は複雑になっていくのである。
　フェファーとサランシックによれば，組織と環境の間にみられる反応・適応は，環境を創出する
ことであり，環境に自らが積極的に働きかけることにより，環境を変化させていると述べている。
これは，組織の環境管理というべきものである。フェファーとサランシックは，この環境管理にお
いての評価の基準を（組織アウトプット）／（組織インプット）で表される能率という概念よりも，
有効性という概念で評価すべきであると主張している18。組織の有効性（organizational　effective－
ness）とは，組織が相互依存関係にある多様な組織や集団等の要求に適切に応えていくかであり，
組織が外部的な基準に従い許容される行動を作り出す能力に関わるものである。したがって，組織
有効性は，社会・政治的課題への対処を含めた環境反応に関わる組織化の能力であるとするのであ
る19。
2－3．相互依存関係の調整と取締役会の役割
　フェファーとサランシックは，組織化を組織有効性の観点から環境に積極的に働きかけ，組織を
再組織化する活動であると考えている。具体的には，資源の交換関係の促進と相互依存性の調整を
目的としている。つまり，組織は不確実性を逓減させるため，自己自身を組織化しながら主体性と
自律性を高めようとしている。相互依存性が高まる中で，当該組織の主体性と自律性を高めようと
する戦略を提示する上で，フェファーとサラソシックは，持続的な成長と存続を保証するための2
つの戦略について考察している。
　第1の戦略は内部転換プロセス（internal　transformation　processes）の効率性の改善である。
これは，（資源依存関係にある組織間で）資源の交換関係が維持されることにより，資源が有効・
経済的に相互に使用されることを意味する。つまり，資源の交換関係の安定性・予測性を高める上
で，組織の拡大・成長により自己の立場を強固にし，資源依存性条件を相対的に有利にする「組織
の環境管理」戦略を指摘している。すなわち，組織は1）水平的統合，2）垂直的統合，3）多角
化，4）コソグロマリット化といったような成長戦略を試みることにより，組織の管理的調整を拡
大し，市場を組織内へ内部化しようとするのである。
　第2に，相互依存関係にある組織間関係を構造化して，組織の依存性を減じ組織の外部統制力
を高める戦略である20。この戦略は，「政治的活動」によって，組織が直面している相互依存性を
吸収したり，協調的行動により組織間関係を調整し，環境の不確実性や外部制約条件に対処するこ
とを目指している21。企業は，他の企業により保有・管理されている資源に依存したり，その資源
依存関係により，組織間に，パワー関係が発生している。そこで，この組織間関係が形成され，展
開される過程を解明し，組織間のパワー不均衡の形成理由を考察することが重要になる。こうし
て，社会的・政治的メカニズムにより，組織の依存関係にある組織のパワーを吸収し，その関係を
コントロールすることが重要となる22。第1の戦略は，組織自体がなんらかの意味で成長すること
で不確実性を減じ，自己統制能力を向上させることを目指しており，第2の戦略は，組織間の相
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互依存条件に働きかけ不確実性を削減し，主体性を発揮しようとすることが相互依存関係の調整を
行う上で求められることを示唆している23。
　環境との相互依存性を逓減させ組織の自律性を高めるため，組織は，外部組織との相互依存性を
管理しようとする。つまり，資源依存理論によると，企業の存続は，資源へのコントロールを確保
する能力に依存していることになる。そこで，企業業績の決定要因は，外部環境の変化に適応させ
ていくことである24。競争，規制，社会的影響力のような外的な圧力の中で，企業は，そのような
外部環境（要因）と結合し，それに適合することが求められる。
　以上のことから，資源依存パースペクティブからの取締役会機能を考えた場合，取締役が外部環
境に対する環境創出者あるいは，「（環境との）境界に橋を架けるもの」（boundary　spanner）とし
て，情報システムやコミュニケーション・チャネルとしての役割や相互依存関係にある組織間の影
響力やパワーを吸収し，組織間関係を調整する役割を果たすことが重要な意味をもつことになる。
フェッファーとサランニックは，企業と環境結合の程度について，環境特性と取締役会の構成の関
係を分析することにより考察している。つまり，取締役会を内部組織と外部環境を結びつける「連
結環」として捉えているのである。このことについて，既存の取締役会の機能に関する研究を確認
しながら，外部環境調整における取締役会の役割について，資源依存理論の視点から検討していく。
3．企業統治において求められる取締役会の多様的な機能
　近年の多くの企業統治改革において，取締役会のもつ様々な役割を統合して考慮するよりも，個
別・単一の機能を強調する傾向にある。その機能とは，「監視」機能のことであるが，これは，昨
今，相次いだ企業不祥事を受け，取締役会の企業経営者への監視機能を活発化させる要求が高まっ
ていることを背景とするものである。この監視機能を高める要求は，取締役会の様々な役割におい
て，取締役会の経営者からの独立性を高めることが強調される。しかし，ダルトン等（Dalton　et
al．）の研究，ラホアデス（Rhoades，　D．L．　et　al．）の研究，そして，バハガットとブラック
（Bhagats　and　B．　Black）研究によれば，取締役会の独立性（を高めること）は，企業業績に対し
てあまり影響を与えていないとしている25。この原因について，ニコルソンとキール（Nicholson，
G．J．　and　G．　C．　Kiel）は，巨大で複雑な組織を取締役会が適切に監視するには，取締役会の独立性
を高めるよりも（取締役の）知識・技能・経験が必要であり取締役会の企業業績への影響は，監視
機能・役割のみを通じて及ぼされるのではなく，他の役割も企業業績に大きな影響を及ぼす要因で
あることを実証している26。つまり，取締役会の効率性を高め，企業業績を向上させるには，取締
役会の独立性を高め，監視機能を強調するだけでは不十分なことを示している。
　監視機能も含め，それ以外の取締役会の役割として，ザハラとピアース（Zahra，　S．　A．　and　J．　A．
Pearce）は，①経営者の監視とコントロール，②経営者への諮問・助言，③情報を含めた（外部）
資源へのアクセス権，換言するならば，資源獲得のための媒介者としての役割（この詳細に関して
は後述する）の3つを挙げている27。また，ハソグ（Hung，　H）は，①組織と外部環境を結合させ
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る機能，②株主，利害関係者，公共団体の利害の調整，③企業目的の達成を保証するために経営者
の行動に対するコソトロール，④戦略策定，⑤組織の存続維持，⑥経営者の支援という6つの機
能を取締役会の役割として定義している28。以上の説をふまえて，ニコルソソとキール（Nichol－
son，　G．　J．　and　G．　C．　Kiel）は，　a．経営者への監視・コソトロール，　b．経営者への諮問・助言，　c．資
源へのアクセス，d．経営者の戦略遂行を促進するための戦略的役割について取り上げている。特
にcの資源へのアクセスとは，企業外部環境と企業内部環境を結び付け，他企業の資源を得る提供
者・媒介者としての機能を表している29。トリッカー（Tricker，　R．1．）は取締役会の機能を「遵法
機能」と「業績機能」とに分けて捉えている（図2を参照せよ）30。「遵法機能」とは，経営者（の
遵法行為へ）の監督・監視を行うものであり，取締役会は適切な経営を保障する安全弁（safety
value）として捉えられている。経営者への監視・コントロールがこれである。「業績機能」とは，
取締役の持つ専門性，外部情報，ネットワーキソグにより，企業の業績，正当性・ステイタスを高
めていこうとするものであり，ニコルソンとキールの説のb，c，　dの機能がこれに当たる。
　これらの所説において，取締役会の役割は，従来のガバナンスの枠組みで強調される監視機能だ
けではなく，企業業績の向上を狙いとした業績機能など，企業経営の要請に応じて多様であるもの
と捉えられている。そして，それらの役割が企業経営の有効性・効率性を高める上で，重要な意味
を持つことを示唆している。取締役会には，（経営者に対する）助言・諮問機能，企業外部環境と
企業内部環境を結び付ける機能，あるいは他企業の資源を得る提供者・媒介者としての役割などが
ある。近年，注目されつつある取締役会の機能は，業績機能など戦略的な機能を包含したものであ
る。フィンケソシュタインとハンブリック（Finkelstein，　S　and　D．　Hambrick）によれば，取締役会
の機能は，経営者の監視，規律付けに限定されるものではなく，多角化，資源の獲得や戦略的変革
など企業の戦略策定に関係するものであり，従って，取締役会は，企業内部では経営老への支援，
外部に対しては，外部組織との調整，企業間関係，取引の調整を行う担い手とされる31。ここで，
外部環境との調整を担うものとして，ヘラクレイアスとマーレイ（Heracleous　L．　and　J．　Murray）
は連結取締役制度を取り上げている32。連結取締役制度とは取締役がお互いに他社の取締役を兼任
図2　取締役会の機能の分析
??
??
遵法機能 業績機能
説明責任（accountability）戦略的思考（strategic　thinking）
外部株主への報告 戦略的分析の検討と戦略策定
法制度、規制への順応の保証 企業（経営の）方向性の設定
監査レポートの検討
内部監視（Supervision）企業政策（corporate　policy）
経営者業績の評価 予算承認
業績の検討 経営者に対する報酬政策の決定
予算管理と修正についての監視 企業文化の創造
出典：Tricker，1994，　p．287．
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することである。ネットワーク内における企業間調整を行う担い手として，連結取締役制度を捉
え，次にそこから導出される役割・機能について考察を行っていく。
　連結取締役制度が成立する解釈として，従来より次の2っの説がしばしば取り上げられてい
る33。第1に，階級パースペクティブ（class　perspective）である。連結取締役制度を影響力のあ
るエリートとエリートとの階級ネットワーク間の結合と見なす。経営者が自己保身のため，様々な
企業で取締役を兼任することにより，取締役会による統制力を逓減させることを狙いとし’ qいる。
第2に資源依存パースペクティブが取り上げられる。これによれば，連結取締役制度は企業間で
発達した依存関係によって生み出された不確実性を逓減しようと構築されたメカニズムである。つ
まり，ネットワーク内での企業間（で保有する）資源を評価し，企業間コミットメソトを発達させ，
ネットワーク構成企業それぞれの（ネットワーク内の）正当性を付与する役割を取締役会が担って
いると考えるのである34。換言すれば，ネットワーク構成企業の取締役は（情報）資源を共有し合
い，他企業の（有形財）資源を提供・交換する媒介者としての役割を果たすのである。
　また，ミズルーチ（Mizruchi，　M．　S．）は，連結取締役制度の果たす役割として，1）結託（Col－
lusion），2）共同利用（Cooptation），3）モニタリング（Monitoring），4）正当性（Legitimacy），5）
キャリア向上（Career　Advancement），6）社会的結合（Social　cohesion）の6つを挙げている35。
1）の結託とは産業内の競争を制限するために，取締役の意図的な結託を意味する。2）の共同利用
は，環境の不確実性が高まる中で，企業間資源の共同利用をすることを意味し，取締役会はその担
い手であるとする。3）のモニタリングは，組織間の（取引・調整）の適切なコントロールを行う
ために成されるものである。4）の正当性は，取締役を通して環境における企業の正当性を高める
ものである。5）は，取締役個人が将来の自身のキャリア向上のために報酬・権威・人的つながり
を求めて他社の取締役を兼任することを意味する。6）の社会的結合は，上層資本家階級（the　up－
per　capitalist　class）の社会的絆（social　ties）を表している。
　階級パースペクティブでは，連結取締役制度は，企業間結合を経営者同士の地位安定化と取締役
会の監視・統制力の逓減に求めるところとなるが，これは，ミズルーチの分類による1），5），6）
の機能に相当する。他方，資源依存アプローチでは2）と3）と4）のもつ戦略的な機能が考察の中
心となってくる。この2），3），4）の機能がネットワーク内のおける企業間の結合度合いを強化す
るのである。
　企業の外部環境の急激な変化に伴い，企業は外部組織や環境と適合・結合する必要性に迫られ
る。資源依存理論において，企業の環境の不確実性の程度に応じて，適切な（外部との繋がりを持
つ）取締役を配置させることにより，環境との適合性の強化が期待される。つまり，取締役会の構
成を変化させることで，外部環境から生じる様々な不確実性を逓減させるのである。取締役は，外
部環境と結びついて活動するので，再び激しく環境変動が起きたならば，連結取締役の有効性・効
率性は，再検討することが求められる36。では，企業がどのような環境（の変化）に直面した場合，
どのように取締役会の構成を変えることによって環境の変化に適合していこうとするのか，次にフ
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エッファーの研究とボイド（Boyd，　B．）の研究に依拠しながら検討する。
4．連結取締役制度と環境不確実性の削減
　まず，資源依存理論から導出される取締役会機能について確認していく。フェファーとサランシ
ックは，取締役会の機能として4つの機能あげている37。第1に，組織の環境創出あるいは，「境
界に橋を架ける」活動に関係するものであり，焦点組織に影響を与える他の組織の情報を伝達する
ことである。つまり，連結取締役制度を通じて，相互依存関係にあるネットワーク内・グループ内
企業の取締役は相互に個人の経験にもとつく知識・情報を相互に提供・交換し合うのである。第2
に，外部組織と焦点組織・企業間の情報システム・情報チャネルとしての機能である。第3に，
他組織の影響力吸収や組織間相互調整に関係するものである。外部環境の重要な要素，すなわち，
相互依存関係にある環境・組織からコミットメソトや支援を得ることを助長する機能である。これ
により，取締役会は資源交換の媒介者として，この交換関係を促進するものとして捉えられる。最
後に，組織の有効性を高めるために必要とされるものである。これは，焦点組織が（組織の）価値
を向上させるよう，組織に正当性を付与することである。ここでは，取締役会内に権威や価値のあ
る人間を据えることにより，組織のもつ価値・権威を外の組織に対して確証を与えるのである。こ
のように，資源依存パースペクティブにおいて，取締役会は，環境との資源交換関係・依存関係な
らびに結合を安定化させ，そのことにより組織が直面する環境の不確実性を逓減させようとするの
である。
　ここで重要となるのが，取締役のもつ知識・経験・価値ならびに，権威などである。資源依存パ
ースペクティブからの取締役会研究において，当初は，焦点組織と外部環境・組織との相互依存，
結合関係性を考察するものが主であった。しかし，1990年代以降，取締役のもつ知識・経験・価
値を人的資本，取締役会を構造的資本とみなしながら，取締役会の機能を捉える議論がなされてい
る38。すなわち，取締役会は様々な知識・経験・能力を保有した人々から構成される（「人的資
本」）。これらの人々が取締役会内・外で交流することにより，取締役会内でこれらの知識・経験な
どが共有され，また企業外部と関係することにより，当該企業出身の社内取締役のみでは得ること
ができない（知的）資源を獲得することができる（「社会的資本」）。この人的資本と社会的資本と
の結合によって，取締役会の形態は他の企業とは異なる，当該企業にとって特殊なものとなり，こ
の特殊性が，取締役会業務のプロセス・手続き，ルーティンにより構造化され，明文化され，可視
化される（「構造的資本」）。このような人的資本・社会的資本・構造的資本といった「知的資本」
の企業特殊的結合により，焦点組織にもたらされる知識・情報は有効なものとなり，組織の環境創
出機能，有効性を高め，ならびに外部環境・外部組織間との結合・相互依存性を安定性した確実性
の高いものにするのである39。また，ヒルマソ（Hillman，　A．　J．），カンネラ（A．　A．　Cannella，　Jr），
パッッゾウルド（R．L．　Paetzold）は「知的資本」としての取締役の性質に注目し，取締役の種類
に応じて，取締役が他の組織にもたらす資源について考察している（図3を参照せよ）。
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図3　取締役会の資源依存的役割
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出典：Hillman，　and　Cannella，　and　Paetzold（2000），p．240．
　さらに，フェッファーは，市場競争から生じる不確実性と連結取締役制度が用いられる頻度の相
関を実証的に検討している。具体的には，次の特定の環境特性と関係させて，取締役会の構成につ
いて分析をした。第1に，企業が規制環境に置かれている場合であり，規制のレベルに応じて，
取締役会内における規制当局者の割合が増加していく。第2に，巨大な資金需要が求められる組
織は，取締役会内に金融機関からの出身者が多い。社外取締役の割合は，環境需要のレベルに応じ
て変化していくのである。これは，最も影響を受ける外的要因からの圧力を連結取締役により吸収
することで環境の不確実性を逓減させようとするのである40。しかし，フェッファーは，企業が対
峙する環境要因を，最も影響の受ける要因のみしか考察しておらず，複合的な環境要因を捉えてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Pない。
　企業の直面する環境の不確実性の内容を細かく分析し，どのような環境条件において取締役会の
連結状況が変化するのかを考察したのが，ボイドである。ボ・イドは，デスとベアード（Dess，　G．　G．
and　G．　D．　Beard）の研究成果41を援用することで，（環境の不確実性を）次の3つの次元に類型化
し，定義付けを行っている。第1に「冗長性（Munificence）」である。これは，環境における資
源の豊富さ（abundance　of　resources）を意味する。資源の希少さ（Scarcity）は，資源のアクセ
スへの点で，環境の不確実性を意味する。第2に「動態性（Dynamism）」である。これは「環境
変動の度合い（environmental　volatility）」と（産業）成長率の変化によって測定される。動態性
が高ければ高いほど，予測可能性が低くなり，環境不確実性が増大してくる42。第3に「（環境の）
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複雑性（Complexity）」である。これは競合他社との不公平性（inequalities　among　competitors）
を測るものである。複雑性の程度が高ければ高いほど，環境の不確実性も高くなる。第1の「冗
長性」は，取締役会のもつ外部組織との連結数と負の関係にある。逆を言えば，ある組織が資源の
希少性（Scarcity）の状態にある場合，その組織は他の組織に資源を求めて依存しなくてはなら
ず，資源の交換関係の媒介者として，取締役会の連結数も多くなる。第2の「動態性」が高いほ
ど，環境の不確実性が高くなるため組織が直面する情報量が多く必要となる。そのため，相互依存
関係にある企業間で，取締役の連結度を多くすることにより，企業間の結合度合いを高めていく。
その中で，必要とされる情報を提供・交換し合うことにより，企業の直面する環境の予測可能性を
高くし，不確実性の削減を目指していくことが想定される。第3の「環境の複雑性」であるが，
環境（市場）において資源が分散しているか，集中しているかを意味する。競合他社との不公平性
が大きい寡占市場の場合，市場は安定している。他方，完全競争市場でも，一つ一つの企業のシェ
アは小さくなるため，複雑性はそれほど大きくないとする。そのため，複雑性の程度と取締役会の
連結数の間の関係を確認できないとしている43。
　このように，資源依存理論において，環境の不確実性の程度に応じて，連結取締役（制度）を構
築する必要性の程度が決定されると考える。つまり，取締役会の連結の適切な配置が，連結を行う
企業間の業績を向上させるとしている。企業が必要とする資源にアクセスできるように，適切な環
境への適合を，連結取締役会制度により達成しようとするのである。
5．　おわりに
　資源依存理論は，企業が存続するためには，他企業の資源に依存しなければならず，そのため企
業間ネットワーク関係が構築されることを理論的な出発点としている。その中で，組織は，組織の
有効性を高めるために，環境に適応していかなければならない。企業は自ら，環境を創出し，その
創出された環境において，相互依存関係にある外部環境や外部組織の影響力やパワーを吸収し，環
境との相互依存関係を調整していくことが目指される。資源依存パースペクティブからのコーポレ
ート・ガパナソスにおける取締役会機能を考えた場合には，取締役が外部環境に対する，「環境創
出者」あるいは，「境界に橋を架けるもの」として，情報システムやコミュニケーション・チャネ
ルとしての役割や，相互依存関係にある組織間の影響力やパワーを吸収し，組織間関係を調整する
役割を果たすことが期待される。
　つまり，取締役会構成員は，このネットワーク内の様々な企業の取締役を兼任することで，お互
いに企業の（特殊）情報や詳しい財務・業務内容についてのアクセス権をもつことができ，相互連
結企業にとって資源の効果的配置が保証される。取締役会は，外部環境と内部組織の連結環とし
て，外部環境との調整を行い，（外部環境に対する）経営活動の正当性を高めることにより，経営
の効率性と有効性を高める役割を果たすのである。
　今後，外部環境の変化に応じて，企業が取締役会の構成，連結取締役の程度をどのように変化さ
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せるのかについて詳しく分析を進めていきたい。企業がとりまく環境条件に応じて，企業間におい
て求められる有効・適切なコーポレート・ガバナンス形態も変化していくことが考えられる。企業
間の資源依存関係を調整させ，環境適合を図ろうとする上で，企業統治の果たす役割について再
び，検討していきたい。
また，資源依存理論に依拠して取締役会が企業間調整・取引に果たす役割を解明し，利害関係者
論から導出されるガバナンス機能との理論的相違を明らかにすることも今後の課題となる。
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